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Public facility location planning in urban areas is an important challenge for ensuring accessibility and equity 

in public services. The Maximal Covering Location Problem is widely used as a representative mathematical 

model for this purpose. However, in practical applications, it is necessary to consider facility relocation based 

on existing facilities as well as realistic constraints such as facility capacity. In addition, the method for 

generating candidate facility locations has a significant impact on solution quality and computational efficiency. 

In this study, we focus on a relocation-based Maximal Covering Location Problem with capacity constraints 

and propose methods for generating and gradually reducing candidate locations. The proposed approach is 

evaluated through a case study of elementary school reorganization in Machida City, Tokyo. 
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１． はじめに 

都市計画における公共施設配置は，限られた財政資源お

よび空間的制約の下で，市民サービスの利便性と公平性

を確保するための重要な課題である．この課題に対し，施

設と利用者の空間的関係を明示的に考慮した施設配置問

題は，意思決定支援手法として広く活用されてきた．中で

も R.Church と C.ReVelle によって定式化された

Maximal Covering Location Problem（以下 MCLP）[1]

は，一定のサービス距離内において需要被覆量を最大化

する代表的なモデルとして，学校，病院，避難所など多様

な公共施設計画に応用されている．しかし，実際の公共施

設計画では，新設施設のみを対象とすることは少なく，既

存施設を前提とした統廃合や再配置を含めた検討が一般

的である．近年の人口減少や少子高齢化の進行により，施

設利用状況は大きく変化しており，施設の存廃判断は自

治体にとって重要かつ困難な課題となっている．例えば，

東京都町田市では公立小学校の再編計画が進められてお

り，こうした計画に対する客観的かつ定量的な評価手法

が求められている． 

既存施設を考慮した再配置モデルに関する先行研究[2]

も存在するが，実際の計画では施設容量や老朽化といっ

た追加的制約の考慮が不可欠である．また，MCLP では，

施設候補地点の設定方法が解の質および計算効率に大き

な影響を与える．候補地点を高密度に設定することで高

い被覆率が期待される一方，候補数の増加に伴い計算負

荷が急激に増大するという課題がある． 

本研究では，既存施設を考慮した再配置型 MCLP に容

量制約を導入し，施設候補地点の生成および削減手法が

解の質と計算時間に与える影響を検討する．東京都町田

市の小学校再編計画を対象としたケーススタディを通じ

て，各削減段階における候補地点数，被覆率および計算時

間の変化を定量的に評価し，施設候補地点設定手法の有

効性と適用可能性を明らかにすることを目的とする． 

２． 定式化 

2.1．MCLPの基本モデル 

MCLP の定式化を以下に示す． 

Maximize  ∑ ∑ 𝑎𝑖𝑦𝑖𝑗,

𝑗𝜖𝐽𝑖𝜖𝐼

 
(1) 

subject to  ∑ 𝑥𝑗 ≥ 𝑦𝑖𝑗  

𝑗𝜖𝑁𝑖

∀𝑖 ∈ 𝐼 , 
(2) 

∑ 𝑥𝑗 = 𝑝

𝑗𝜖𝐽

, 
(3) 

𝑥𝑗 , 𝑦𝑖𝑗 ∈ {0,1} . (4) 

文字については以下のとおりである． 

𝑖：需要点のインデックス 

𝑗：供給点のインデックス 

𝐼：需要点の集合 

𝐼𝑗：𝑗にカバーされている需要点の集合 

𝐽：供給点の集合 



𝑁𝑖：𝑖に供給可能な施設の集合 

𝑎𝑖：需要𝑖における需要量 

𝑝：施設の設置数 

𝑥𝑗 ={1：𝑗に施設を設置，0：設置しない} 

𝑦𝑖𝑗 ={1：𝑖は施設𝑗カバーされている，0：カバーされてい

ない} 

2.2．既存施設を活用した施設再配置モデル 

廃止施設数と新設施設数を考慮した既存施設を活用し

た施設再配置モデル[2]を示す． 

Maximize  ∑ ∑ 𝑎𝑖𝑦𝑖𝑗 ,

𝑗𝜖𝐽𝑖𝜖𝐼

 
(5) 

subject to ∑ 𝑥𝑗 ≥ ∑ 𝑦𝑖𝑗

𝑗𝜖𝐽𝑗𝜖𝑁𝑖

 ∀𝑖𝜖𝐼, 
(6) 

∑ 𝑥𝑗 = 𝑝∗ − 𝑟 + 𝑞

𝑗𝜖𝐽

,     
(7) 

∑ 𝑧𝑗

𝑗𝜖𝐽

= 𝑟 + 𝑞,  
(8) 

−𝑧𝑗 ≤ 𝑥𝑗 − 𝑥𝑗
∗ ≤ 𝑧𝑗       ∀𝑗 ∈ 𝐽, (9) 

𝑥𝑗 , 𝑦𝑖𝑗 , 𝑧𝑗 ∈ {0,1} . (10) 

基本モデルから変更または新しく追加した文字につい

ては以下のとおりである． 

𝑝∗：既存施設数 

𝑞：新設施設数 

𝑝：廃止施設数 

𝑥𝑗
∗ ={1：変更前に施設𝑗が設置されている，0：されていな

い} 

𝑧𝑗 ={1：𝑗で施設有無に変更あり，0：変更なし} 

2.3．容量を考慮した施設再配置モデル 

廃止施設数と新設施設数を考慮した既存施設を活用し

た施設再配置モデルに容量制約を加えたモデルを示す． 

Maximize  ∑ ∑ 𝑎𝑖𝑦𝑖𝑗 ,

𝑗𝜖𝐽𝑖𝜖𝐼

 
(11) 

subject to ∑ 𝑥𝑗 ≥ ∑ 𝑦𝑖𝑗

𝑗𝜖𝐽𝑗𝜖𝑁𝑖

 ∀𝑖𝜖𝐼, 
(12) 

∑ 𝑎𝑖𝑦𝑖𝑗 ≤ 𝑐𝑥𝑗

𝑖ϵ𝐼

,  ∀𝑗ϵ𝐽, 
(13) 

∑ 𝑥𝑗 = 𝑝∗ − 𝑟 + 𝑞

𝑗𝜖𝐽

,     
(14) 

∑ 𝑧𝑗

𝑗𝜖𝐽

= 𝑟 + 𝑞,  
(15) 

−𝑧𝑗 ≤ 𝑥𝑗 − 𝑥𝑗
∗ ≤ 𝑧𝑗,      ∀𝑗 ∈ 𝐽, (16) 

𝑥𝑗 , 𝑦𝑖𝑗 , 𝑧𝑗 ∈ {0,1} . (17) 

施設再配置モデルから変更または新しく追加した文字に

ついては以下のとおりである． 

𝑐：施設容量 

３． ケーススタディ 

東京都の最南端に位置する町田市を対象に実験を行う．

図 1 に町田市の位置を示す．地理形状データ共有サイト

Geoshape リポジトリの国勢調査町丁，字等別境界データ

セットの町田市の各町丁の境界データ[3]を用いる．北側

と北西側の地域は自然資源を有し人口が希薄で，中央部

と南部の間の地域は人口密度が高くなっている． 

3.1．需要点・供給点 

需要点は各町丁の重心とし，供給点は町田市ホームペ

ージの小学校の緯度経度情報[4]を基にする．実際にプロ

ットしたものを図 2，3として示す．町の人口が 0の場合，

その需要点は削除し，需要点が複数ある町丁に関しては，

需要量を等分することにする．また国の基準では，小学校

への通学距離は最大 4km とされているが，東京のような

人口密集都市における実際の平均通学距離は約 1km とさ

れているため，供給点カバー範囲を半径 1kmとする． 

3.2．人口データ 

各需要点の需要量を各町丁の0～14歳までの人口を2/5

倍した値とする．人口データは，町田市ホームページ記載

の住民基本台帳に基づく町丁別男女別年齢人口表（2023

年 7月 1日現在）[4]を用いる．総需要量は 19554 人であ

る．本実験では，人口カバー率（𝑟）を需要の総量に対す

る需要のカバー量の比率として定義する。定式化は以下

の通りである． 

𝑟 =
∑ 𝑎𝑖𝑦𝑖𝑖∈𝐼

∑ 𝑎𝑖𝑖∈𝐼
× 100        (18) 

3.3．施設容量 

容量を考慮した施設再配置モデルで定義した施設容量

𝑐については，すべての供給点において以下のように定義

する．以下の式は現在の全小学生にサービスを提供でき

る可能性を残しつつ，最小限の容量であることを意味す

る． 

𝑐 =
∑ 𝑎𝑖𝑖∈𝐼

26
        (19) 

 

 

図 1．東京都町田市． 

 

 

図 2．需要点． 



 

図 3．供給点． 

 

４． 新施設の候補地点 

施設再配置モデルでは，新設する供給点の候補地点の

設定が重要な課題となる．MCLPは，NP 困難な 0-1整数計

画問題であり，候補地点の増加は問題規模と計算負荷の

急激な増大を招く．一方で，候補地点を過度に削減すると，

高被覆な配置が得られず，カバー率が低下する可能性が

ある．そのため，本研究では，カバー率向上に寄与する有

効な候補地点を可能な限り保持しつつ，計算可能な規模

へ集約する手法を設計し，ケーススタディを通じてその

有効性を検証する． 

4.1．需要点バッファを用いた施設候補地点の生成 

MCLP では，最適な施設立地点は，需要点自身やカバー

関係によって定まるバッファの交点上に存在することが

知られている．本研究ではこの性質に基づき，図 4 のよ

うに各需要点を中心とした半径 1kmのバッファを生成し，

その交点を施設候補地点として抽出する手法を採用する．

これにより，高被覆解が存在し得る領域を効率的に候補

集合に含めることが可能となり，ランダム配置や格子配

置などの手法と比較して，高いカバー率が期待できる．し

かし，高被覆解を含む点で有効である一方，候補地点数が

急激に増加するという課題を有する．需要点数を|𝐼|とす

ると，交点候補はそのオーダーで増加し，特に需要点が密

集する都市部では数万規模に達する可能性がある．本研

究のケーススタディにおいても，候補地点数は 7964 点と

なった．候補地点数の増加は決定変数および制約数の増

大を引き起こし，混合整数計画問題の計算困難性を著し

く高めるため，計算可能性の観点から大きな課題となる． 

4.2．支配関係による施設候補地点数の削減 

本研究では，候補地点数を削減する一手法として，支配

関係に基づく施設候補地点の削減手法を用いる．施設候

補地点集合𝐽，需要点集合𝐼とし，候補地点𝑗がカバー可能

な需要点集合を𝑁𝑗 ⊆ 𝐼と定義する．このとき，2 つの候補

地点𝑗1, 𝑗2 ∈ 𝐽に対して， 

𝑁𝑗1
⊆ 𝑁𝑗2

 (20) 

が成り立つ場合，候補地点𝑗1は𝑗2によって支配されている

ことを表す．このとき，𝑗1を選択する必要性はなく，事前

に除外しても解の質に影響しない．ケーススタディにお

いて本手法を適用した結果，候補地点数は 355 点まで削 

 
図 4．需要点バッファ交点による候補地点生成． 

 

減され，既存施設を含め 397 点となる． 

4.3．グリッド単位の被覆能力による施設候補地点数削減 

候補地点の空間的集中を抑制しつつ計算規模を削減す

るため，グリッド単位の削減手法を導入する．対象地域を

格子状に分割し，各候補地点の被覆需要量に基づいて，各

グリッド内で上位𝐾地点のみを残す．各候補地点𝑗に対し

て，カバー可能な需要量を以下のように定義する． 

𝑤𝑗 = ∑ 𝑎𝑖

𝑖∈𝑁𝑗

 
(21) 

これにより，需要密度の高い地域への過度な集中を防ぎ，

空間的均衡を考慮した効率的な候補地点削減が可能とな

る． 

4.4．Jaccard係数による施設候補地点数削減 

Jaccard 係数を用いて施設候補地点間の被覆範囲の類似

度を評価し，冗長な候補地点を削減する手法を導入する．

各施設候補地点𝑗に対し，その施設が被覆可能な需要点集

合を𝑁𝑗と定義し，2 つの候補地点𝑗1, 𝑗2 ∈ 𝐽の被覆類似度を

以下のように評価する． 

𝐽(𝑗1, 𝑗2) =
|𝑁𝑗1

∩ 𝑁𝑗2
|

|𝑁𝑗1
∪ 𝑁𝑗2

|
 (22) 

被覆範囲が高い類似度を示す候補地点同士については，

被覆量の小さい地点を除外することで代表地点に集約す

る．これにより，解の被覆性能を大きく損なうことなく問

題規模を縮小し，計算時間の短縮を図ることが可能とな

る．さらに閾値の設定による削減率と解の質のトレード

オフを分析し，適切なバランスについて検討する． 

4.5．施設候補地点削減の段階的適用と評価方法 

本研究では，施設配置問題における計算負荷の低減と

解の質の維持を両立することを目的として，施設候補地

点の削減手法をいくつか提案している．各削減手法を段

階的に適用し，各ステップの適用後に，MCLP を解き，

得られたカバー率および計算時間を記録することで，各

手法が解の質および計算効率に与える影響を比較・検証

する．施設候補地点削除手法の適用順序を以下のように

整理する． 

1. 支配条件に基づく削減 

2. グリッド単位の被覆能力に基づく削減 

3. Jaccard係数に基づく削減 



５． 実験評価 

5.1．既存施設を活用した施設再配置モデル 

既存施設を活用した施設再配置モデルにおける新施設

候補地点は支配関係による削減後の候補地点を用いる．

新設数𝑞 = 3と設定した場合の支配関係に基づく削除後

の交点による最適配置を図 5，ランダムプロットによる候

補地点を用いた最適配置を図 6として示す．また，2 つの

候補地点設定法における新設数𝑞 = 1,2, … 5の各人口カバ

ー率を比較したものを表 1 として示す．𝑞 = 3,4,5におい

て，提案手法はランダムプロットしたものと比較すると，

カバー率が 0.2〜0.3％ほど高くなっている． 

5.2．施設容量を考慮した施設再配置モデル 

まず，新設数𝑞 = 3と設定し，新施設候補地点を支配関

係による削除後の候補地点を用いた最適配置を図 7 に示

す．また，施設容量を考慮したモデルの場合，していない

場合のモデルと比較して，経験上，計算時間が増加する傾

向にある．そこで施設容量を考慮したモデルでは，各削減

段階のカバー率と計算時間を比較したものを表 2 として

示す．新施設候補地点数が 44点までは，人口カバー率と

最適配置の変動はなく，平均計算時間が段階的に減少し，

候補地点数が 32点になると，カバー率の低下が確認され

る． 

 

 

図 5．支配関係に基づく削除後の交点による最適配置． 

 

 

図 6．ランダムプロットによる最適配置． 

 

表 1．各新設数のカバー率． 

 

 

図 7．施設容量を考慮した再配置モデルの最適配置． 

 

表 2．各削減段階の人口カバー率と計算時間． 

 

 

６． おわりに 

本研究では，既存施設を考慮した再配置型 MCLP に容

量制約を導入し，施設候補地点の生成および削減手法が

解の質および計算時間に与える影響について検討した。 

まず，既存施設を活用した再配置モデルにおいては，支

配関係に基づく削減後の候補地点を用いることで，ラン

ダムに生成した候補地点と比較して，安定的に高い被覆

率が得られることが示された。特に，新設数が 3 以上の

場合において，提案手法の有効性が確認された。さらに，

施設容量を考慮したモデルでは，容量制約の導入により

計算時間が増加する傾向が見られたものの，候補地点を

段階的に削減することで，解の質を維持しながら計算負

荷を低減できることが明らかとなった。 

以上の結果より，本研究で提案した施設候補地点の生

成および削減手法は，解の質と計算効率の両立に有効で

あり，公共施設再配置計画における実用的な意思決定支

援手法として有用であることが示された。 
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論⽂要旨 

論⽂題名 再配置型MCLPにおける施設候補地点設定⼿法 
 
 

都市計画における公共施設配置計画は，市⺠サービスの利便性および公平性を確保す
るための重要な課題である．MCLP は，この⽬的に対する代表的な数理モデルとして広
く⽤いられている．しかし，実際の応⽤においては，既存施設を前提とした再配置や，施
設容量などの現実的な制約を考慮する必要がある．また，施設候補地点の⽣成⽅法は，解
の質および計算効率に⼤きな影響を与える． 

本研究では，都市計画における公共施設再配置問題を対象として，既存施設を考慮した
再配置型 MCLP に容量制約を導⼊し，施設候補地点の⽣成および削減⼿法が解の質と計
算時間に与える影響について検討する．連続空間における需要点バッファの交点を⽤い
て施設候補地点を⽣成し，⽀配関係，グリッド単位の被覆能⼒評価，および Jaccard 係数
に基づく段階的削減⼿法を適⽤する枠組みを構築する． 

提案⼿法の有効性を検証するため，東京都町⽥市の⼩学校再編計画を対象としたケー
ススタディを実施する．  

Public facility location planning in urban areas is an important issue for ensuring accessibility and 

equity in public services. The Maximal Covering Location Problem is widely used as a 

representative mathematical model for this purpose. However, in practical applications, it is 

necessary to consider facility relocation based on existing facilities as well as realistic constraints 

such as facility capacity. In addition, the method for generating candidate facility locations has a 

significant impact on solution quality and computational efficiency. 

In this study, we focus on a public facility relocation problem in urban planning and introduce 

capacity constraints into a relocation-based Maximal Covering Location Problem that considers 

existing facilities. We investigate how different methods for generating and reducing candidate 

locations affect solution quality and computation time. Candidate locations are generated using the 

intersection points of demand buffers in continuous space, and a framework incorporating 

dominance relations, grid-based coverage evaluation, and stepwise reduction based on the Jaccard 

coefficient is developed. 

To evaluate the effectiveness of the proposed approach, a case study is conducted on the 

reorganization plan of elementary schools in Machida City, Tokyo. 
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第 1章 はじめに 
1.1．本研究の意義 

都市計画における公共施設の配置計画は，限られた財政資源と空間的制約の下で，市⺠サ
ービスの利便性や公平性を確保するための重要な課題である．このような課題に対し，施設
⽴地点と利⽤者の空間的関係を明⽰的に考慮する数理モデルは，意思決定を⽀援する有効
な⼿法としてこれまで多く活⽤されてきた．施設配置問題は，施設の利⽤者と施設候補地点
の集合が与えられたとき，限られた施設数のもとで最適な施設配置問題を求める問題とし
て定式化される． 

施設配置問題の中でも，利⽤者と施設の限界距離を考慮したモデルは，公共施設計画との
親和性が⾼い．中でも本研究で主に扱う最⼤被覆問題（Maximal Covering Location 
Problem：MCLP）は，その代表的なモデルの⼀つであり，R. Church と C. ReVelle によ
って定式化された[1]．この問題は，あらかじめ定められたカバー範囲内において，限られ
た施設数で最⼤の需要を被覆する施設⽴地点の組合せを求めるものであり，学校，病院，避
難所など，公共施設に幅広く応⽤されてきた． 

しかし，実際の都市計画における公共施設配置は，新規施設の⽴地選定のみを対象とする
ことは少なく，既存施設を前提とした統廃合や再配置を含む形で検討されることが⼀般的
である．特に近年では，⼈⼝減少や少⼦⾼齢化，市⺠ニーズの多様化といった社会構造の変
化により，公共施設の利⽤状況に⼤きな変化が⽣じている．このような状況下で，既存施設
をどのように活⽤し，その施設を存続・廃⽌するかという判断は，⾃治体によって重要かつ
困難な課題となっている． 
全国的に少⼦化が進⾏する中，東京都においても公⽴⼩学校の児童数は今後５年間で 8%，

10年間で 18%の減少が予測されている．このような背景から，多くの⾃治体で学校の統廃
合を含めた施設再編の検討が進められている．⼀例として，東京都町⽥市では，少⼦⾼齢化
及び校舎の⽼朽化を踏まえ，2040年までに市内の公⽴⼩学校を 42 校から 26 校へ再編する
計画が⽰されている[2]．このような具体的な再編計画に対し，数理モデルを⽤いて客観的
な評価を⾏うことは，合理的な意思決定を⽀援する上で有効である． 

施設再配置に関する先⾏研究としては，廃⽌施設数と新施設数を同時に考慮し，既存施設
を活⽤した再配置モデル[3]が提案されている．このモデルは，施設の統廃合を含む再編計
画に適⽤可能である点で有⽤であるが，実際の公共施設計画においては，施設の受け⼊れ容
量や⽼朽化の進⾏度といった追加的な制約条件を考慮する必要がある．例えば学校施設で
は，過⼤規模化は学校教育の悪化につながるため，児童数と教員数の適切なバランスを維持
することが求められる．また，容量の問題は学校に限られたものではなく，避難所などの公
共施設においても重要な課題である．新型コロナウイルス感染症拡⼤初期には，避難所にお
ける定員超過が顕在化し，平常時であっても収容⼈数の制約により在宅避難を余儀なくさ
れる事例が多く⾒られた． 

このような背景下で，MCLP を公共施設再配置に適⽤する際は，施設容量などの現実的
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制約を考慮したモデル化が求められる．⼀⽅で MCLP においては，施設候補地点の設定⽅
法が解の質を⼤きく左右するという点も重要である．特に連続空間における MCLP は，施
設候補地点を密に設定するほど⾼いカバー率が期待できるが，その反⾯，候補地点数が指数
的に増加し，NP困難問題である本モデルの計算負荷が急激に増⼤するという課題が⽣じる． 
従来研究では，既存施設や需要点を施設候補地点とする離散的な設定が⼀般的であった

が，これらに基づく候補集合は，必ずしも⾼いカバー率を実現できるとは限らない．特に施
設の統廃合や再編を検討する場合には，新設可能地点の候補範囲を柔軟に拡張しつつ，計算
可能性を維持するための効率的な施設候補地点⽣成・削減⼿法が求められている．しかしな
がら，施設候補地点の⽣成および削減⽅法の違いが，最終的なカバー率や解にどのような影
響を与えるのかを体系的に評価した研究は⼗分とは⾔えない． 
本研究の意義は，この点に着⽬し，連続空間における施設候補地点の⽣成および削減⼿法

を段階的に評価することで，候補地点数とカバー率の関係を定量的に明らかにする点にあ
る． 
 
1.2．本研究の⽬的 

本研究の⽬的は，公共施設再配置問題を対象とした MCLP において，施設候補地点の⽣
成および削減⼿法の違いが，カバー率および解に与える影響を明らかにすることである． 
具体的には，東京都町⽥市における⼩学校統廃合計画をケーススタディとして取り上げ，

既存施設や需要点を施設候補地点とする場合と，連続空間における需要点バッファの交点
を⽤いて施設候補地点を⽣成する場合と⽐較し，候補地点数およびカバー率の変化を定量
的に評価する． 
さらに，需要点バッファに基づく候補地点⽣成によって⽣じる候補地点数の爆発的増加

に対して，いくつかの削減⼿法を提案し，候補地点削減の各段階におけるカバー率の変化を
明らかにする．これにより，施設候補地点の⽣成・削減プロセスが MCLP の解に与える影
響を体系的に整理することを⽬的とする． 
加えて，本研究では施設容量を考慮した再配置モデルを構築し，現実的な制約条件を導⼊

した場合においても，施設候補地点⽣成・削減⼿法が有効に機能するかを検証する．これに
より，学校施設に限らず，避難所などの他の公共施設再配置問題にも応⽤可能な知⾒を提供
することを⽬指す． 
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第 2章 関連知識 
 MCLP は，1974年に R. Church と C. ReVelle によって定式化された施設配置モデルで
ある．MCLP は，組合せ最適化問題および 0-1 整数計画問題に分類され，施設の設置有無
を表す 0-1変数と，需要点の被覆状況を表す 0-1変数を⽤いて定式化され，混合整数計画問
題として表現される場合が多い．また，集合被覆問題や LSCP への帰着が可能であること
から，計算量理論の観点では NP 困難問題に分類されている．本章では，MCLP に関する
基本理論について述べる． 
 
2.1. 組合せ最適化問題 
 組合せ最適化問題とは，ある制約条件のもとで，順序付けや割当，選択といった組合せ構
造を持つ意思決定変数に対して，⽬的関数を最適化する問題である．⼀般に，組合せ最適化
問題は次のような形式で表現される． 

Maximize	/	Minimize	𝑓(𝒙)	, 
subject	to	𝒙 ∈ 𝑋. 

ここで，𝒙は意思決定ベクトル，𝑓(𝒙)は⽬的関数，𝑋は制約条件を満たす実⾏可能集合であ
る．組合せ最適化問題の特徴は，𝒙が 0-1変数や整数変数などの離散値を取る点にあり，実
⾏可能集合𝑋が離散的集合として構成されることである． 
このような問題では，問題規模や変数数，制約条件数の増加に伴い，実⾏可能解の数が指

数的に増⼤し，𝑛個の 0-1変数を持つ問題では，理論上の解候補数は最⼤で2!通りに達する．
このため，⼤規模問題に対しては，実⽤的な計算時間内で厳密解を求めることが困難となる
場合が多い．この現象は組合せ爆発と呼ばれ，組合せ最適化問題に共通する本質的な特徴で
ある．代表的な組合せ最適化問題としては，巡回セールスマン問題，ナップサック問題，集
合被覆問題，整数計画問題などが挙げられる． 
組合せ最適化問題に対する解法は⼤きく分けて厳密解を求める⽅法と，近似解を求める⽅

法に分類される．厳密解法としては，分枝限定法や分枝切除法などが代表的であり，最適性
を保証した解を導出できる．⼀⽅で，問題規模が⼤きい場合には，計算時間の制約から，ヒ
ューリスティック法や近似アルゴリズムによる準最適解の導出が⽤いられる場合も多い． 
 
2.2．NP 困難問題 

計算量理論においては，問題を解くために必要な計算時間が⼊⼒規模に対してどのよう
に増加するかに基づいて，問題の難易度が分類される．その代表的な分類として，Pクラス
および NPクラスが存在する．Pクラスとは，多項式時間で解くことが可能な問題の集合で
あり，⼊⼒規模に対して計算時間が⽐較的緩やかに増加するため，効率的に解くことができ
る問題群である．⼀⽅，NPクラスとは，与えられた解の正しさを多項式時間で検証できる
問題の集合であり，必ずしも多項式時間で解けるとは限らない問題を含んでいる． 
NP困難問題とは，NPクラスに属するすべての問題から多項式時間で帰着可能な問題で
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あり，NPクラスの中でも特に計算的に困難であると考えられている問題群である．すなわ
ち，ある NP困難問題に対して多項式時間アルゴリズムが存在すれば，すべての NP 問題を
効率的に解くことが可能となるため，現在の計算機科学においては，そのようなアルゴリズ
ムは存在しないと広く考えられている．⼀般に，NP困難問題は，問題規模の増加に伴って
計算時間が指数関数的に増⼤する傾向を有している．このため，⼤規模問題に対しては，厳
密解を実⽤的な時間内で求めることが困難となる場合が多い． 
多くの組合せ最適化問題は NP困難問題に分類されており，巡回セールスマン問題，ナッ
プサック問題，集合被覆問題，施設配置問題などが代表例として挙げられる．MCLP もま
た，集合被覆問題や LSCPへの多項式時間帰着が可能であることから，NP困難問題に分類
されている． 
NP困難問題に対する代表的な解法としては，分枝限定法や分枝切除法を基盤とする整数

計画ソルバーが広く⽤いられている．これらの⼿法では，上界および下界を⽤いて探索空間
を削減しながら最適解を探索するが，最悪計算量は依然として指数時間である．このため，
NP困難問題に対しては，問題規模の縮⼩や探索空間の削減が極めて重要となる． 
 

2.3. 整数計画問題 
 整数計画問題とは，意思決定変数の⼀部またはすべてが整数値をとることを制約された
最適化問題であり，組合せ最適化問題を数理的に表現する代表的な枠組みである．特に，変
数が 0 または 1 のみを取る場合は，0-1整数計画問題と呼ばれ，選択・⾮選択や設置・⾮設
置といった離散的意思決定を表現する際に広く⽤いられている．⼀般的な整数計画問題は，
次のように定式化される． 

Maximize	/	Minimize	𝒄"𝒙	, 
subject	to	𝐴𝒙 ≤ 𝒃, 

𝒙 ∈ ℤ!. 
ここで，𝒙は整数値を取る意思決定変数ベクトル，𝒄は⽬的関数係数ベクトル，𝐴は制約⾏列，
𝒃は制約定数ベクトルである． 
また，整数計画問題の多くは，⽬的関数および制約条件が線形である場合，混合整数計画問
題（Mixed Integer Linear Programming：MILP）として分類される．MILP は整数変数と連
続変数を同時に含むモデルであり，実務的な最適化問題において最も広く利⽤されている
形式である． 
 
2.4．汎⽤ソルバー 

組合せ最適化問題や整数計画問題を実⽤的に解くためには，⾼度な探索アルゴリズムを
実装した汎⽤ソルバーの利⽤が不可⽋である．汎⽤ソルバーとは，線形計画問題（LP），整
数計画問題（IP），混合整数線形計画問題（MILP）などを統⼀的に扱うことができる最適化
計算ソフトウェアであり，数理モデルを⼊⼒として与えることで，最適解または⾼品質な近
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似解を⾃動的に探索する． 
代表的な汎⽤ソルバーとしては，Gurobi, CPLEX, SCIP, CBC などが挙げられる．これらの
ソルバーは，分枝限定法，分枝カット法，カッティングプレーン法，ヒューリスティック探
索などを組み合わせた⾼度なアルゴリズムを内部に備えており，⼤規模な 0-1 整数計画問
題に対しても⾼い求解性能を有している． 

また，汎⽤ソルバーの重要な機能として，最適性ギャップの管理がある．探索途中におい
ても，現在得られている最良解と理論的上界との差を定量的に⽰すことができるため，時間
制限を設定した場合でも，解の品質を評価することが可能である．これは，実務的な公共施
設配置問題において，計算時間と解の精度のバランスを調整する上で重要である． 
⼀⽅で，汎⽤ソルバーの性能は問題規模に⼤きく依存する．特に，施設候補地点数が増加

すると，決定変数数および制約数が急増し，分枝⽊の規模が膨張する．その結果，計算時間
が急激に増⼤する可能性がある．このため，本研究で提案するような候補地点削減⼿法は，
ソルバーの性能を最⼤限に活⽤するための前処理として重要な役割を果たす． 

本研究では，再配置型 MCLP を混合整数計画問題として定式化し，汎⽤ソルバーSCIP を
⽤いて求解を⾏っている．各候補地点削減段階における変数数の変化，計算時間，最適値の
推移を⽐較することで，提案⼿法が計算効率に与える影響を定量的に評価している． 
 
2.5. 割当問題 
 割当問題とは，2 つの集合 A，B が与えられたとき，集合 A の要素を集合 B の要素のど
れに割り当てるかを決定する問題であり，0-1整数計画問題の⼀つである．また，割り当て
問題はマス⽬を埋める問題に置き換えることができ，以下の表 1 のように表すことができ
る．それぞれマスに 0-1変数𝑥を設定することでどの施設をどの候補地に設置するかを判断
できる．また，解答例を表 2 として⽰す．表 2 から施設 1 は候補地 C に，施設 2 は候補地
Dに，施設 3は候補地 Aに，施設 4 は候補地 Bに設置することがわかる．マスの埋め⽅の
ルールを制約条件として与えることで，さまざまな問題に対応できる定式化を⾏うことが
できる．また割当問題の応⽤例としては，⼈員配置問題，シフトスケジューリング問題，配
⾞計画問題，訪問スケジューリング問題といった問題が挙げられ，本研究で扱う施設配置問
題もその応⽤例の⼀つである． 
 

表 1．割当問題の例． 
施設＼候補地 A B C D 

1 𝑥## 𝑥#$ 𝑥#% 𝑥#& 
2 𝑥$# 𝑥$$ 𝑥$% 𝑥$& 
3 𝑥%# 𝑥%$ 𝑥%% 𝑥%& 
4 𝑥&# 𝑥&$ 𝑥&% 𝑥&& 
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表 2．割当問題の解答例． 
施設＼候補地 A B C D 

1 0 0 1 0 
2 0 0 0 1 
3 1 0 0 0 
4 0 1 0 0 

 
2.6. 施設配置問題 

施設配置問題とは，空間上に分布する需要点に対して，施設の設置場所および設置数を適
切に決定し，サービス⽔準の向上や運営効率の最⼤化を⽬的とする最適化問題である．都市
計画，物流拠点配置，医療・教育施設配置，防災拠点整備など，幅広い分野において重要な
意思決定問題として研究・応⽤されている． 
⼀般に，施設配置問題では，需要点集合𝐼，施設候補地点集合𝐽，および需要点と施設間の距
離や移動コストが与えられ，どの候補地点に施設を設置し，どの需要点をどの施設が担当す
るかを同時に決定することが求められる．これらの意思決定は相互に密接に関連しており，
配置と割当を統合的に扱う必要がある点に特徴がある． 

施設配置問題には，⽬的や制約条件の違いに応じて多様なモデルが存在する．代表的なモ
デルとして，S.L.Hakimi によって定式化された𝑝-メディアン問題と𝑝-センター問題[4]や，
C.Toregas らによって定式化された LSCP[5]，および R. Church と C. ReVelle によって
MCLP などが挙げられる．これらの問題に共通する特徴は，施設の設置選択と需要点の割
当を同時に決定する必要がある点にあり，多くの場合，0-1整数計画問題として定式化され
る．そのため，施設配置問題の多くは NP困難問題に分類され，⼤規模問題に対して厳密解
を求めることは計算的に困難である． 
 
2.7. 集合被覆問題 
 集合被覆問題（Set Covering Problem：SCP）は，与えられた要素集合を，その部分集合
の組合せによって全て被覆するために必要な集合数を最⼩化することを⽬的とする，組合
せ最適化問題である．集合被覆問題では，要素集合𝑈とその部分集合の族を 

𝑆 = {𝑆#, 𝑆$, … , 𝑆'} 
とする．ここで，各部分集合𝑆( ⊆ 𝑈は，要素集合𝑈の⼀部を含んでおり，被覆可能な要素の
集合を表す．また各部分集合に対応するコスト𝑐(が与えられているとき，すべての𝑈の要素
を被覆するよう最⼩コストの部分集合の組み合わせを求める組合せ最適化問題である．⼀
般的な集合被覆問題は，次のような 0-1整数計画問題として定式化される． 
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Minimize			M𝑥(

'

()#

, 

subject	to	 M 𝑥( ≥ 1					∀𝑖 ∈ 𝑈
(:+∈-!

, 

𝑥 ∈ {0,1}			∀𝑗 = 1,2, … ,𝑚. 
 
ここで，𝑐(は集合𝑆(を選択する際に発⽣するコストを表し，𝑥( = 1は集合𝑆(を選択することを
意味する．制約式は，各要素𝑖 ∈ 𝑈が少なくとも１つの選択された集合に含まれることを保
証している． 
集合被覆問題は，NP困難問題に分類されており，⼤規模問題に対して厳密解を求めるこ

とは計算量の観点から困難である．そのため，実⽤的な問題に対しては，近似解法やヒュー
リスティック⼿法が⽤いられる．  
 
2.8．Location Set Covering Problem 
 Location Set Covering Problem (LSCP)は，集合被覆問題を空間配置問題へ拡張した代表
的な施設配置モデルであり，需要点を所定のサービス距離以内ですべて被覆するために必
要な施設数を最⼩化することを⽬的とする問題である．R. Church と C. ReVelleによって
定式化されて以降，救急医療施設，防災施設，公共施設配置などの分野において広く研究さ
れている． 
 LSCP では，需要点集合𝐼と施設候補地点集合𝐽が与えられ，各候補地点𝑗 ∈ 𝐽は，あらかじ
め設定されたサービス距離以内に存在する需要点集合 

𝑁( = V𝑖 ∈ 𝐼W𝑑+( ≤ 𝑠Z 
を被覆可能であるとする．ここで，𝑑+(は需要点𝑖と候補地点𝑗の間の距離，𝑠はサービス距離
を表す．このとき，すべての需要点が少なくとも 1 つの施設によって被覆されるようにし
ながら，設置する施設数を最⼩化することが⽬的となる． 
標準的な LSCP は，次のような 0-1整数計画問題として定式化される． 

Minimize			M𝑥(
(∈.

, 

subject	to	 M 𝑥( ≥ 1					∀𝑖 ∈ 𝐼
(∈/"

, 

𝑥( ∈ {0,1}			∀𝑗 ∈ 𝐽. 
ここで，𝑥( = 1は候補地点𝑗に施設を設置することを表し，𝑁+は需要点𝑖を被覆可能な施設候
補地点の集合である． 
 このモデルでは，全ての需要点の被覆が必ず保証されるため，サービスの公平性や最低⽔
準の確保を重視する配置計画に適している点に特徴がある．⼀⽅で，LSCP はすべての需要
点を被覆することを前提とするため，施設数が過剰になりやすいという課題を有している．
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需要点が広範囲に分布している場合や，サービス距離が⼩さい場合には，多数の施設設置が
必要となり，現実的な運営コストとの乖離が⽣じる可能性がある． 
 
2.9. Maximal Covering Location Problem 
 Maximal Covering Location Problem（以下 MCLP）は，施設数があらかじめ決まってい
るとき，需要のカバー率を最⼤化させるような施設配置問題である．施設数を変化させるこ
とによって，需要のカバー率がどのように変化するかを求めることができる．公共施設配置，
救急医療拠点設備，防災施設計画など，限られた資源の下でサービス⽔準を最⼤化する意思
決定問題に広く適⽤されている． 
 LSCP と同様に需要点集合𝐼と施設候補地点集合𝐽が与えられ，各候補地点𝑗 ∈ 𝐽は，あらか
じめ設定されたサービス距離以内に存在する需要点集合 

𝑁( = V𝑖 ∈ 𝐼W𝑑+( ≤ 𝑠Z 
を被覆可能であるとする．ここで，𝑑+(は需要点𝑖と候補地点𝑗の間の距離，𝑠はサービス距離
を表す．また各需要点𝑖 ∈ 𝐼に需要量𝑎+が与えられているとする．標準的な MCLP は，次の
ような 0-1整数計画問題として定式化される． 

Maximize			M𝑎+𝑦+
+∈0

, 

subject	to	 M 𝑥( ≥ 𝑦+ 					∀𝑖 ∈ 𝐼
(∈/"

, 

M𝑥(
(∈.

= 𝑝, 

𝑥( , 𝑦+ ∈ {0,1}. 
ここで𝑝は設置可能な施設数である．第⼀の制約は，需要点𝑖が少なくとも 1 つ選択された施
設によって被覆される場合に𝑦+ = 1になることを保証する被覆条件である．第⼆の制約は施
設数制約であり，設置できる施設数を𝑝に固定している． 

MCLP は，LSCP と構造的に密接な関係を有している．LSCP はすべての需要点を必ず被
覆することを制約として施設数を最⼩化する問題であるのに対し，MCLP は施設数を固定
した上で被覆需要量を最⼤化する問題である．すなわち，LSCP は完全被覆を前提とした最
⼩化問題であるのに対し，MCLP は資源制約下での最⼤化問題である点に違いがある．両
者は被覆判定構造 

M 𝑥(
(∈/"

 

を共有しており，理論的には，MCLP は LSCP を緩和した拡張モデルとして位置付けるこ
とができる．よって計算的観点から集合被覆問題と同様に，MCLP も NP 困難問題に分類
される．そのため，施設候補地点数や需要点数が増加すると，決定変数数および制約数が急
増し，探索空間が指数的に拡⼤する．特に連続空間において候補地点を⾼密度に⽣成した場
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合，問題規模は爆発的に増⼤し，求解時間が著しく⻑くなる．このため，候補地点削減や問
題規模縮⼩のための前処理が重要となる．本研究ではこの MCLP を理論的基盤としつつ，
既存施設の新設・廃⽌を考慮した再配置モデルおよび施設容量制約を導⼊した拡張モデル
を構築し，さらに解の質を維持しつつ，問題規模を抑制するような施設候補⽣成⼿法の提案
を⾏う． 
 
2.10. 距離⾏列 
 LSCP や MCLP においては，需要点と施設候補地点の空間的関係を定量的に表現するこ
とが不可⽋であり，その基盤となる情報として距離⾏列が⽤いられる．距離⾏列は，需要点
集合𝐼と施設候補地点集合𝐽が与えられたとき，各需要点と各候補地点の間の距離を要素とし
て構成される⾏列である．需要点集合を 

𝐼 = {1,2, … , 𝑖, … , |𝐼|}, 
施設候補地点集合を 

𝐽 = {1,2, … , 𝑗, … , |𝐽|} 
とすると，距離⾏列𝐷 = _𝑑+(`は次のように定義される． 

𝐷 = a

𝑑## 𝑑#$
𝑑$# 𝑑$$

⋯
…

𝑑#(
𝑑$(

⋮					 ⋮ ⋱ ⋮
𝑑+# 𝑑+$ ⋯ 𝑑𝑖𝑗

e 

 ここで，𝑑+(は各需要点𝑖 ∈ 𝐼および各施設候補点𝑗 ∈ 𝐽の間の距離であり，平⾯座標系におい
ては，座標上を元としたユークリッド距離が⽤いられる． 

𝑑+( = f_𝑥+ − 𝑥(`
$ + _𝑦+ − 𝑦(`

$ 

ここで，(𝑥+ , 𝑦+)は需要点𝑖の座標，_𝑥( , 𝑦(`は施設候補地点𝑗の座標である． 
 MCLP においては，距離⾏列に基づいて，被覆関係が定義される．すなわち，あらかじ
め設定されたサービス距離を𝑠とすると， 

𝑑+( ≤ 𝑠 
を満たす場合に，需要点𝑖は候補地点𝑗によって被覆可能であると判断される．この条件に基
づき，各候補地点𝑗が被覆可能な需要点集合 

𝑁( = V𝑖 ∈ 𝐼W𝑑+( ≤ 𝑠Z 
が構成され，MCLP や LSCP における制約条件の基礎となる． 
 距離⾏列の規模は，需要点数|𝐼|と施設候補地点数|𝐽|に⽐例して増加し，⾏列サイズは
|𝐼| × |𝐽|となる．特に，連続空間において施設候補地点を⾼密度に⽣成した場合，距離⾏列
は⼤規模となり，メモリ使⽤量の増加や前処理時間の増⼤が⽣じ，計算効率の低下を招く要
因となる．このため，本研究では全ての距離⾏列を⼀律に扱うのではなく，被覆条件を満た
す組合せのみを抽出し，疎構造として管理することで，計算負荷の軽減を図っている．具体
的には𝑑+( ≤ 𝑠を満たす需要点と候補地点の組のみを対象として制約条件を構築している． 
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2.11. GIS と QGIS 
 GISとは，地理情報システム（Geographic Information System：GIS）の略であり，地理
空間データを管理，収集，分析，可視化するための技術である．地理空間データとは，空間
上の特定の地点，区域の位置情報とそれに関連した様々な事象の情報のことで，地形図や地
名情報，台帳情報などの情報がある．GISは，さまざまな場⾯で使われており，都市計画，
環境管理，災害対策などさまざまな分野で活⽤される． 
 また本研究で使⽤するソフトウェア QGISは GISソフトウェアの⼀つで，地理データの
表⽰，編集，分析などの機能が提供されている． 
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第 3章 定式化 
 本章では，本研究で対象とする再配置型 MCLP の数理モデルを定式化する．前章で述べ
たとおり，MCLP は限られた施設数のもとで被覆需要量を最⼤化する組合せ最適化であり，
0-1整数計画問題として表現される．まず，この基本モデルを基に，廃⽌施設数と新設施設
数を考慮した再配置モデルおよび施設容量制約を段階的に導⼊することで，実際の公共施
設再編計画に適⽤可能な拡張モデルを構築する． 
 
3.1．MCLP の基本モデル 

まず，本研究の理論的基盤となる MCLP の基本モデルを定式化する．基本モデルにおけ
る⽂字と記号，決定変数の定義を以下の表 3，4 に⽰す． 本モデルの⽬的関数は，サービス
距離以内でカバーされている需要量の総和を最⼤化するものである．各需要点に与えられ
た需要量に対し，被覆されている場合にのみ，その需要量を計上することで，限られた施設
数の下で最も多くの需要をサービス圏内に含める配置を求める．(2)式は，被覆条件を表し
ている．すなわち，需要点𝑖が被覆されるためには，その需要点のサービス距離内に少なく
とも 1 つの施設が設置されていなければならない．この制約により，施設の設置決定と需
要の被覆状態が論理的に結び付けられている．(3)式は，設置可能な施設数を𝑝個に固定する
施設数制約である．最後に(4)式は，決定変数に対して 0-1 制約を課すことで，各候補地点
に施設を設置するか否か，および各需要点が被覆されているかを表現している． 

 

Maximize		MM𝑎+𝑦+( ,
(1.+10

 (1)  

subject	to		 M 𝑥( ≥ 𝑦+( 		
(1/"

∀𝑖 ∈ 𝐼	, (2)  

M𝑥( = 𝑝
(1.

, (3)  

𝑥( , 𝑦+( ∈ {0,1}	. (4)  
 

表 3．基本モデルで⽤いる⽂字と記号． 
⽂字・記号 説明 

𝑖 需要点のインデックス 
𝐼 需要点の集合 
𝑗 供給点のインデックス 
𝐽 供給点の集合 
𝑁+ 𝑖に供給可能な供給点の集合 
𝑎+ 需要点𝑖における需要点 
𝑝 施設の設置数 
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表 4．基本モデルにおける決定変数． 
変数 説明 

𝑥( 
1：施設𝑗を設置する 
0：施設𝑗を設置しない 

𝑦+( 
1：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされている 
0：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされていない 

 

3.2．既存施設を活⽤した施設再配置モデル 
廃⽌施設数と新設施設数を考慮した既存施設を活⽤した施設再配置モデルを⽰す．再配

置モデルにおける⽂字と記号，決定変数の定義を以下の表 5，6 に⽰す．再配置モデルの⽬
的関数は基本モデルから変更はなく，制約式については，(7)，(8)，(9)式に変更を加えてい
る．(7)式は，既存施設の廃⽌および新設を⾏った後の最終的な施設数を規定するものであ
る．既存施設のうち存続させるものと，新たに設置する施設数を合計し，あらかじめ設定し
た施設数条件を満たすように制御している．これにより，再編計画における総施設数の上限
や⽬標値を反映することができる．(8)式は，既存施設の廃⽌および新設による変更数を管
理する制約である．施設の有無が変更された箇所のみをカウントし，再編規模を定量的に把
握できるようにしている．(9)式は，各施設候補地点において変更が⽣じたか否かを判別す
るための論理制約である．既存状態と再配置後の状態を⽐較し，施設の設置状況が異なる場
合に変更変数が 1 となるように定式化されている．これにより，変更数の集計と個別変更
の整合性が保証される． 

 

Maximize		MM𝑎+𝑦+( ,
(1.+10

 (5)  

subject	to	 M 𝑥( ≥M𝑦+(
(1.(1/"

 ∀𝑖𝜖𝐼, (6) 

M𝑥( = 𝑝∗ − 𝑟 + 𝑞
(1.

,				 (7) 

M𝑧(
(1.

= 𝑟 + 𝑞,	 (8) 

−𝑧( ≤ 𝑥( − 𝑥(∗ ≤ 𝑧( 					∀𝑗 ∈ 𝐽, (9) 
𝑥( , 𝑦+( , 𝑧( ∈ {0,1}	. (10) 
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表 5．再配置モデルで⽤いる⽂字と記号． 

⽂字・記号 説明 
𝑖 需要点のインデックス 
𝐼 需要点の集合 
𝑗 供給点のインデックス 
𝐽 供給点の集合 
𝑁+ 𝑖に供給可能な供給点の集合 
𝑎+ 需要点𝑖における需要点 
𝑝 施設の設置数 
𝑞 新設施設数 
𝑟 廃⽌施設数 

 
表 6．再配置モデルにおける決定変数． 

変数 説明 

𝑥( 
1：施設𝑗を設置する 
0：施設𝑗を設置しない 

𝑥(∗ 
1：変更前に施設𝑗が設置されている 
0：変更前に施設𝑗が設置されていない 

𝑦+( 
1：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされている 
0：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされていない 

𝑧( 
1：供給点𝑗において施設の有無に変更がある 
0：供給点𝑗において施設の有無に変更がない 

 
3.3．容量を考慮した施設再配置モデル 
廃⽌施設数と新設施設数を考慮した既存施設を活⽤した施設再配置モデルに容量制約を
加えたモデルを⽰す．容量を考慮した再配置モデルにおける⽂字と記号，決定変数の定義を
以下の表 7，8 に⽰す．本モデルは，再配置モデルに(13)式の施設容量制約を加えている．
各施設𝑗に対して，その施設に割り当てられる需要量の総和が，あらかじめ設定された施設
容量を超えないように制限する．この制約により，過度に需要が集中することを防ぎ，学校
や避難所など実際の公共施設が持つ受け⼊れ可能⼈数の制限を反映している． 
 

Maximize		MM𝑎+𝑦+( ,
(1.+10

 (11) 

subject	to	 M 𝑥( ≥M𝑦+(
(1.(1/"

 ∀𝑖𝜖𝐼, (12) 
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M𝑎+𝑦+( ≤ 𝑐𝑥(
+30

 ∀𝑗ϵ𝐽,	 (13) 

M𝑥( = 𝑝∗ − 𝑟 + 𝑞
(1.

,				 (14) 

M𝑧(
(1.

= 𝑟 + 𝑞,	 (15) 

−𝑧( ≤ 𝑥( − 𝑥(∗ ≤ 𝑧( 						∀𝑗 ∈ 𝐽, (16) 
𝑥( , 𝑦+( , 𝑧( ∈ {0,1}	. (17) 

 

表 7．容量を考慮した再配置モデルで⽤いる⽂字と記号． 

⽂字・記号 説明 
𝑖 需要点のインデックス 
𝐼 需要点の集合 
𝑗 供給点のインデックス 
𝐽 供給点の集合 
𝑁+ 𝑖に供給可能な供給点の集合 
𝑎+ 需要点𝑖における需要点 
𝑝 施設の設置数 
𝑞 新設施設数 
𝑟 廃⽌施設数 
c 施設容量 

 
表 8．容量を考慮した再配置モデルにおける決定変数． 
変数 説明 

𝑥( 
1：施設𝑗を設置する 
0：施設𝑗を設置しない 

𝑥(∗ 
1：変更前に施設𝑗が設置されている 
0：変更前に施設𝑗が設置されていない 

𝑦+( 
1：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされている 
0：需要点𝑖は供給点𝑗にカバーされていない 

𝑧( 
1：供給点𝑗において施設の有無に変更がある 
0：供給点𝑗において施設の有無に変更がない 
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第４章ケーススタディ 
東京都の最南端に位置する町⽥市を対象に実験を⾏う．図 1 に町⽥市の位置を⽰す． 地

理形状データ共有サイト Geoshapeリポジトリの国勢調査町丁，字等別境界データセットの
町⽥市の各町丁の境界データ[6]を⽤いる．北側と北⻄側の地域は⾃然資源を有し⼈⼝が希
薄で，中央部と南部の間の地域は⼈⼝密度が⾼くなっている． 
 
4.1．需要点・供給点 

需要点は各町丁の重⼼とし，供給点は町⽥市ホームページの⼩学校の緯度経度情報を基
にする．実際にプロットしたものを図 2，3として⽰す．町の⼈⼝が 0 の場合，その需要点
は削除し，需要点が複数ある町丁に関しては，需要量を等分することにする．削除後の需要
点数は 195個，供給点は 42個である．また⽂部科学省は，⼩学⽣の適正な通学距離はおお
むね 4km 以内と定めているが，東京，⼤阪，神奈川の平均通学距離は 1km 以内である[7]．
以上のことを踏まえ今回の供給点のカバー範囲は 1kmとし，実験を⾏う． 

 

 

図 1．東京都町⽥市． 
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図 2．需要点． 

 

 
図 3．供給点． 

 

4.2．⼈⼝データ 
各需要点の需要量を各町丁の 0〜14歳までの⼈⼝を 2/5倍した値とする．⼈⼝データは，

町⽥市ホームページ記載の住⺠基本台帳に基づく町丁別男⼥別年齢⼈⼝表（2023 年 7 ⽉ 1
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⽇現在）[2]を⽤いる．総需要量は 19,554 ⼈である．本実験では，⼈⼝カバー率（𝑟）を需
要の総量に対する需要のカバー量の⽐率として定義する．定式化は以下の通りである． 

𝑟 =
∑ 𝑎+𝑦++∈0

∑ 𝑎++∈0
× 100	(%)	 (18) 

4.3．施設容量 
 容量を考慮した施設再配置モデルで定義した施設容量𝑐については，すべての供給点にお
いて以下のように定義する．以下の式は現在の全⼩学⽣にサービスを提供できる可能性を
残しつつ，最⼩限の容量であることを意味する． 

𝑐 =
∑ 𝑎++∈0

26 	 (19) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



18 

第 5章 新施設の候補地点 
 施設再配置モデルの場合，新設する供給点の候補地点を設定する必要がある．MCLP は，
典型的な 0-1 整数計画問題であり，施設をどの候補に置くかという組合せ探索を必要とす
るため NP困難である．施設候補地点を増やすことは，決定変数の数を増やすことと同義な
ので，問題規模が急増することは⾃明である．しかし，候補地点を粗く設定すると，連続空
間に存在し得る⾼被覆な配置にすることができず，カバー率が頭打ちになる．よって，カバ
ー率向上に寄与する候補地点をできるだけ残しつつ，計算可能な規模に候補集合を集約す
る⽅法を設計し，ケーススタディで有効性を検証する．本研究では，以下の⼿法を⽤いる． 
 

5.1．需要点バッファを⽤いた施設候補地点の⽣成 
連続空間における MCLP では，理論的に，最適な施設候補地点は需要点そのもの，ある

いはカバー半径で定義される円の境界上，特に複数のバッファが交差する位置に存在する．
この性質を踏まえ，施設候補地点の⽣成⽅法として，各需要点を中⼼とし，サービス範囲と
同じカバー半径𝑠 = 1kmのバッファを⽣成し，バッファ同⼠が交差する点を施設地点として
抽出する．実際に抽出した⼀部分の例を図 4 に⽰す．この⽅法により，連続空間における⾼
被覆の存在し得る位置を候補集合に含めることが可能となり，規則的な格⼦配置などと⽐
較して，理論的により⾼いカバー率が期待できる． 

 

 
図 4．バッファ交点の抽出． 

 
5.2．施設候補地点数の爆発的増加とその問題点 
需要点バッファの交点を⽤いた候補地点⽣成には，候補地点数が急激に増加するという問
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題が存在する．需要点数|𝐼|とすると，バッファの組み合わせは最⼤でs|𝐼|2 t通り存在し，交点

候補はそのオーダーで増加する．特に都市部のように需要点が密集し，バッファ同⼠が多数
交差する状況では，候補地点数が数万点規模に達する可能性もある．実際に本研究のケース
スタディにおいて，新設地点数は 7,964個となり，既存施設との合計は 8,006個となった．
候補地点数の増加は，MCLP の計算可能性に直接的な影響を与える．候補地点ごとに決定
変数が導⼊されるため，変数の数の増⼤は探索範囲の拡⼤を引き起こす．また，各需要点が
カバーされ得る候補地点数も増加するため，制約⾏列が密になり混合整数計画ソルバによ
る求解が著しく困難になる．この結果，最適解の探索や最適性の証明に要する計算時間が実
⽤上許容できない⽔準に達する．このように，バッファ交点をそのまま施設候補地点として
⽤いることは，カバー率向上の観点では有効である⼀⽅で，計算可能性の観点からは⼤きな
課題を抱えている． 
 
5.3．⽀配関係に基づく施設候補地点の削減 
 本研究では，候補地点数を削減する⼀⼿法として，⽀配関係に基づく施設候補地点の削減
⼿法を⽤いる．施設候補地点集合𝐽，需要点集合𝐼とし，候補地点𝑗がカバー可能な需要点集合
を𝑁( ⊆ 𝐼と定義する．このとき，2 つの候補地点𝑗#, 𝑗$ ∈ 𝐽に対して， 

𝑁(# ⊆ 𝑁($ (20) 
が成り⽴つ場合，候補地点𝑗#は𝑗$によって⽀配されていることを表す．この関係が成⽴する
とき，𝑗#がカバーできるすべての需要点は𝑗$によってカバー可能である．したがって，最適
解において𝑗#を選択する代わりに𝑗$を選択することで，被覆可能な需要量は少なくとも同等
以上となる．このため，𝑗#が最適解に含まれる必然性はなく，あらかじめ候補点集合から除
外しても最適解の質に影響を与えない．この⼿法によって候補地点削除を⾏った結果，候補
地点の数は 355 となり，既存施設との合計は 397となる． 
 
5.4．グリッド単位の被覆能⼒に基づく施設候補地点削除⼿法 
 施設候補地点の過度な集中を防ぎつつ，計算規模を抑制するために，グリッド単位で候補
地点を選定する⼿法を導⼊する．まず，対象地域を⼀定サイズのグリッドに分割し，各施設
候補地点を属するグリッドセルに分類する．各候補地点𝑗に対して，カバー可能な需要量を
以下のように定義する． 

𝑤( = M 𝑎+
+∈/!

 (21) 

ここで，𝑁(は候補地点𝑗が被覆可能な需要点集合，𝑎+は需要点𝑖の需要量である．次に各グリ
ッドセル𝑔に含まれる候補地点集合を𝐽4とし，その中で被覆需要量𝑤(が⼤きい順に候補地点
を並べる．そして，各グリッドに上位𝐾個の候補地点のみを残し，それ以外の候補地点を削
除する．すなわち，各グリッドにおいて次式を満たす候補地点のみを保持する． 
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𝑗 ∈ 𝐽4,			𝑤( ≥ Top − 𝐾_𝐽4` (22) 
ここで，Top − 𝐾_𝐽4`は集合𝐽4における上位𝐾番⽬の被覆需要量を表す．被覆需要量𝑤(のみに
基づく削減⼿法では，需要密度の⾼い地域に候補地点が集中しやすく，空間的な偏在が⽣じ
る傾向がある．⼀⽅，本⼿法ではグリッド単位で候補地点を管理するため，空間的均衡を考
慮した削減が可能となる．削除⼿法適⽤例を図 5 として⽰す．また，本研究においてグリッ
ドは 500mメッシュとし，𝐾 = 3とする． 
 

 
図 5．グリッド単位の被覆能⼒に基づく削除⼿法適⽤例． 

 
5.5．Jaccard 係数による施設候補地点削除⼿法 
 Jaccard 係数を⽤いた施設候補地点削減⼿法を導⼊する．各施設候補地点𝑗に対し，その施
設が被覆可能な需要点集合を𝑁(と定義し，2 つの候補地点𝑗#, 𝑗$ ∈ 𝐽の被覆類似度を以下のよ
うに評価する． 

𝐽(𝑗#, 𝑗$) =
W𝑁(# ∩ 𝑁($W
W𝑁(# ∪ 𝑁($W

 (23) 

この指標は 0 から 1 の値をとり，1 に近いほど両施設の被覆範囲が類似していることを⽰
す．本⼿法では，すべての施設候補地点ペアについて Jaccard 係数を算出し，あらかじめ設
定した閾値𝜃以上となる場合には，両地点がほぼ同⼀の需要点を被覆していると判断し，被
覆量の⼩さい候補地点を削除して代表地点のみを残すことで冗⻑性を軽減する．これによ
り，近接した施設候補地点間の重複被覆を体系的に整理することが可能となり，数理最適化
モデルにおける変数数および制約式数が削減され，求解時間の短縮が期待できる．また，被
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覆範囲がほぼ等しい候補地点のみを統合するため，解の被覆性能を⼤きく損なうことなく
問題規模の縮⼩ができる点が特徴である．さらに，閾値𝜃の設定は候補地点の削減率と解の
質のバランスに影響し，⾼い値では，解の質を重視した限定的な削減が⾏われ，低い値では
⼤幅な候補地点の削減が可能となる⼀⽅で解の劣化リスクが⾼まるため，本研究では，閾値
を変化させながら，双⽅のバランスを⽐較する． 
 
5.6．施設候補地点削減⼿法の段階的適⽤と評価⽅法 
 本研究では，施設配置問題における計算負荷の低減と解の質の維持を両⽴することを⽬
的として，施設候補地点の削減⼿法をいくつか提案している．各削減⼿法を段階的に適⽤し，
各ステップの適⽤後に，MCLP を解き，得られたカバー率および計算時間を記録すること
で，各⼿法が解の質および計算効率に与える影響を⽐較・検証する．施設候補地点⽣成・削
除⼿法の適⽤順序を図 6 のように整理する． 
 

 
図 6．施設候補地点⽣成・削除⼿法の適⽤順序． 

 
 
 
 
 



22 

第 6章 実験評価 
6.1．実験環境 
 実験に使⽤する PC のスペックとソルバーを表 9として以下に⽰す． 
 

表 9．実験環境． 

 
 
6.2．MCLP の基本モデル 

基本的なモデルに基づく最適配置を図 7に⽰す．また，𝑝 = 25,26,27,42のそれぞれの最適
値と⼈⼝カバー率を表 10 に⽰す．𝑝 = 42は現在の学校数に設定しており，残りの 3つは将
来の統合計画に基づいて設定している．𝑝 = 26と現状を⽐較すると，施設数を減らしても，
カバー率の低下は⼤きく抑えられている． 

 

 
図7．基本モデルの最適解． 

 

 

 

 

CPU Intel Core i3-8145U 2.10GHz 2.3GHz
OS Microsoft Windows 10 Education

Memory 8.00GB
Solver Python pyscip version5.2.1
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表10．基本モデルのカバー⼈⼝カバー率． 

 

 
6.3．既存施設を活⽤した施設再配置モデル 

既存施設を活⽤した施設再配置モデルにおける新施設候補地点は⽀配関係による削減後
の候補地点を⽤いる．新設数𝑞 = 3と設定した場合の⽀配関係に基づく削除後の交点による
最適配置を図 8，ランダム⽣成による候補地点を⽤いた最適配置を図 9として⽰す．また，
2 つの候補地点設定法における新設数𝑞 = 1,2, …5の各⼈⼝カバー率を⽐較したものを表 11
として⽰す．𝑞 = 3,4,5において，提案⼿法はランダムプロットしたものと⽐較すると，カバ
ー率が 0.2〜0.3％ほど⾼くなっている． 

 

 
図 8．提案⼿法による最適配置． 

p=42 p=27 p=26 p=25
カバー⼈⼝(⼈) 17925 17787 17713 17601
カバー率(%) 91.7 91.0 90.6 90.0
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図 9．ランダム⽣成による最適配置． 

 
表 11．各新設数のカバー率． 

 

 
6.4．施設容量を考慮した施設再配置モデル 

まず，新設数𝑞 = 3と設定し，新施設候補地点を⽀配関係による削除後の候補地点を⽤い
た最適配置を図 10，ランダム⽣成した候補地点を⽤いた最適配置を図 11 に⽰す．容量制約
なしモデルの最適配置の場合，領域に満遍なく配置される傾向だったが，容量制約ありモデ
ルの場合は，⼈⼝密集地域に施設も密集する傾向が確認される．また，施設容量を考慮した
モデルの場合，容量制約を考慮していないモデルと⽐較して，経験上，計算時間が増加する
傾向にある．そこで施設容量を考慮したモデルでは，各削減段階のカバー率と計算時間を⽐
較する．新施設候補地点数が 44 点までは，⼈⼝カバー率と最適配置の変動はなく，平均計
算時間が段階的に減少し，候補地点数が 32 点になると，カバー率の低下が確認される． 



25 

 

図 10．提案⼿法を⽤いた最適配置． 
 

 

図 11．ランダム⽣成による最適配置． 
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表 12．各削減段階の⼈⼝カバー率と計算時間． 
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第 7章 おわりに 
本研究では，既存施設を考慮した再配置型 MCLP に容量制約を導⼊し，施設候補地点の

⽣成および削減⼿法が解の質および計算時間に与える影響について検討した．東京都町⽥
市の⼩学校再編計画を対象としたケーススタディを通じて，段階的な候補地点削減⼿法の
有効性を定量的に評価した． 

まず，基本モデルの分析により，施設数を削減した場合においても，被覆率の低下を⽐較
的抑制できることが確認された．次に，既存施設を活⽤した再配置モデルにおいては，⽀配
関係に基づく削減後の候補地点を⽤いることで，ランダムに⽣成した候補地点と⽐較して，
安定的に⾼い被覆率が得られることが⽰された．特に，新設数が 3以上の場合において，提
案⼿法の有効性が確認された．さらに，施設容量を考慮したモデルでは，容量制約の導⼊に
より計算時間が増加する傾向が⾒られたものの，候補地点を段階的に削減することで，解の
質を維持しながら計算負荷を低減できることが明らかとなった．特に，候補地点数が⼀定規
模までは被覆率の低下が⾒られず，適切な削減⽔準の存在が⽰唆された． 

本研究では，連続空間における需要点バッファの交点を⽤いた候補地点⽣成と，⽀配関係，
グリッド単位評価，Jaccard 係数に基づく類似度評価を組み合わせた段階的削減⼿法を統合
的に構築した．これにより，候補地点⽣成段階から最適化計算までを⼀体的に設計する枠組
みを提⽰するとともに，候補地点数の増加に伴う計算困難性に対して体系的な対応⽅法を
⽰した．また，既存施設の存続・廃⽌および施設容量制約を考慮した再配置モデルへ拡張す
ることで，従来の MCLP をより実務的状況に適合させた点に意義がある． 
以上の結果より，本研究で提案した施設候補地点の⽣成および削減⼿法は，解の質と計算

効率の両⽴に有効であり，公共施設再配置計画における実⽤的な意思決定⽀援⼿法として
有⽤であることが⽰された．また，本⼿法は学校施設に限らず，避難所や医療施設など，他
の公共施設配置問題への応⽤も期待できる． 
今後の課題としては，施設の⽼朽化や建設・運営コストなどの経済的要因を考慮したモデ

ルへの拡張や，需要変動を考慮した動的配置問題への適⽤が挙げられる．これらを踏まえ，
より実践的な公共施設配置計画への展開を進めていくことが望まれる． 
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